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「WTS China Report」は、中国、とりわけ広東省における最近の環境・エネルギー関連の政策

動向、トピックについて随時お伝えするものです。本稿では、中国環境保護部より 2018年 2月

22日に出された「“批准を得ずに先に建設した”プロジェクトの違法行為、法律適用問題に関す

る意見書（关于建设项目“未批先建”违法行为法律适用问题的意见）」の概要についてご案内致

します。 

Ⅰ．“批准を得ずに先に建設”プロジェクトの違法行為、法律適用問題に関する意見書の概要 

2018 年 2 月 22 日に中国環境保護部より出された「“批准を得ずに先に建設した”プロジェクト

の違法行為、法律適用問題に関する意見書」（环政法函 31号）の主要な内容は以下のとおりです。 

 

１．“批准を得ずに先に建設”に関わる違法行為に対する行政処罰の法律適用について 

 

■関連規定 

（1）改正環境保護法（2015年 1月 1日施行）第 61条 

建設企業が、建設プロジェクトの環境アセスメントに関わる文書を提出しない、あるいは、環境

アセスメントに関わる文書の批准を得ずに無断で建設した場合、監督管理の責任を負っている環

境保護部門は、建設を停止させ、罰金を科し、かつ原状回復を命じることができる。 

 

（2）改正環境アセスメント法（2016年 9月 1日施行）第 31条 

建設企業が、法に基づき環境アセスメント報告書、報告表を提出しない、あるいは、第 24条の規

定に基づき、更新のための環境アセスメント報告書、報告表を提出しない、あるいは更新の申請

手続きを行わず、無断で建設した場合、県級以上の環境保護主管部門は、建設停止を命じ、違法

行為の経緯、危害の状況に基づき、建設プロジェクトの総投資額の 1％以上 5％以下の罰金を科し、

かつ原状回復を命じることができる。また、建設企業の管理責任者およびその他の直接責任者に

行政処分を科すことができる。 

 

上記の法律改正を通じ、現行の環境保護法および環境アセスメント法においては、法律に基づき

環境アセスメントの批准手続きを行っていない場合、「期限を定め、事後的に手続きを実施しなけ

ればいけない（限期补办手续）」という要求内容は取り消されている。 

 

■法律適用 

 

ケース１． 2015年 1月 1 日以後に建設を開始した、あるいは 2015年 1月 1日以前に建設を開始

し、かつ以後も建設作業が続いている場合： 

⇒ 改正環境保護法第 61 条に基づき処罰を科す。「期限を定め、事後的に手続きを実施しなけれ

ばいけない（限期补办手续）」という行政命令は出されない。 

 

ケース２． 2016年 9月 1 日以後に建設を開始した、あるいは 2016年 9月 1日以前に建設を開始

し、かつ以後も建設作業が続いている場合： 

⇒ 改正環境アセスメント法第 31 条に基づき処罰を科す。「期限を定め、事後的に手続きを実施

しなければいけない（限期补办手续）」という行政命令は出されない。 

 

２．“批准を得ずに先に建設”に関わる違法行為に対する行政処罰の遡及期限について 

 

■関連規定：行政処罰法第 29条 
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違法行為が 2 年以内に発覚しなかった場合、行政処罰を科さない。但し、他の法律規定がある場

合は除く。本規定の期限の計算方法については、違法行為が発生した日から起算し、違法行為が

連続あるいは継続した状態が終了した日までとする。 

 

■遡及期限の計算方法 

“批准を得ずに先に建設”したプロジェクトに対する行政処罰の遡及期限の計算方法は、建設工

事が完了した日から起算するものとする。そのため、“批准を得ずに先に建設”した違法行為が、

建設工事が完了した日から 2年以内に発覚しなかった場合、行政処罰法第 29条に基づき、行政処

罰を科されることはない。 

 

■「三同時」検査（验收）制度に関わる行政処罰について 

建設企業が、“批准を得ずに先に建設”するという違法行為と「三同時」検査制度に関わる違法行

為の両方が発覚した場合、“批准を得ずに先に建設”するという違法行為に対しては、「改正環境

アセスメント法」の第 31条が、「三同時」検査制度に関わる違法行為に対しては、「建設項目環境

保護管理条例」の第 28条が適用され、それぞれの行為に対して行政処罰が科されるものとする。 

 

■「三同時」検査制度に関わる行政処罰と遡及期限の影響について 

「三同時」制度に関わる違法行為は、環境保護施設・設備の設置に関わるものであり、連続ある

いは継続的なものであるため、たとえ“批准を得ずに先に建設”するという違法行為に関わる 2

年間の遡及期限を過ぎたとしても、「三同時」制度に関わる違法行為に対する行政処罰に対し影響

しないものとする。 

 

３．建設企業による環境アセスメント報告書、報告表の事後提出について 

 

■環境アセスメント報告書、報告表の事後提出 

改正環境保護法および改正環境アセスメント法は、建設企業が環境アセスメント報告書、報告表

を事後的に提出することを禁じていない。 

 

■環境保護部門による受理 

建設企業が自主的に環境アセスメント報告書、報告表を事後的に提出した場合、権限をもつ環境

保護部門は受理しなければならない。 

 

※本意見書の原文については、現地報道記事の下記ウェブサイトをご参照ください。 

http://www.sohu.com/a/223705033_367809 

Ⅱ．WTSコメント 

（１） 環境保護部より出された本意見書は、建設プロジェクトの違法行為に関わる論点を整理し

た上で、行政当局の考え方を明確に示したものです。今後、“批准を得ずに先に建設した”

プロジェクトの違法行為に対する行政処罰は、本意見書の内容に基づき執行されていくも

のとみられます。 

（２） 中国では近年、環境アセスメントの批准、「三同時」検査制度に関わる手続き、関連の行政

処罰の執行が強化されてきているため、工場の拡張などを計画している現地日本企業は、

「三同時」制度のルールに基づき、事前に環境アセスメントの批准を取得した上で建設工

事を行い、環境アセスメント報告書で要求された汚染防止設備を導入し、工事完了後の検

査(验收)に合格しておくことがより重要になってきていると思われます。 
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